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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第63期までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第64期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 9,190,503 9,718,579 9,768,888 21,782,908 22,496,647

経常利益 (千円) 740,392 882,017 716,378 2,204,512 2,118,736

中間(当期)純利益 (千円) 455,130 557,175 466,320 1,361,161 1,342,574

純資産額 (千円) 43,318,190 30,899,812 37,368,705 46,798,268 33,913,436

総資産額 (千円) 53,336,949 48,884,086 56,537,627 58,812,090 51,954,747

１株当たり純資産額 (円) 1,665.62 1,697.57 2,053.68 1,798.65 1,862.30

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 17.45 22.55 25.63 51.37 61.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.2 63.2 66.1 79.6 65.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,143,127 397,581 598,344 2,586,478 1,106,508

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 62,250 167,129 △546,710 1,005,087 △13,205

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △564,500 △8,132,525 △1,094,064 △568,740 △9,744,400

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 9,285,746 4,098,563 1,973,443 11,663,990 3,015,605

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者 
数〕 

(名) 
598 

〔202〕

574

〔225〕

555

〔239〕

578 

〔209〕

563

〔226〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につ

いては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第62期の１株当たり配当額12円は、連結売上高200億円達成記念配当２円を含んでおります。 

４ 第63期の１株当たり配当額16円は、創立60周年記念配当２円、特別配当２円を含んでおります。 

  

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 6,497,251 6,883,855 7,005,901 16,633,595 17,096,274

経常利益 (千円) 536,879 594,736 561,864 1,892,450 1,801,327

中間(当期)純利益 (千円) 339,943 395,971 372,838 1,194,497 1,173,927

資本金 (千円) 1,313,250 1,313,250 1,313,250 1,313,250 1,313,250

発行済株式総数 (株) 26,265,000 26,265,000 23,265,000 26,265,000 23,265,000

純資産額 (千円) 42,849,062 30,224,488 36,589,720 46,285,148 33,230,960

総資産額 (千円) 51,526,371 46,886,419 54,512,022 57,242,876 50,192,654

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 12.00 16.00

自己資本比率 (％) 83.2 64.5 67.1 80.9 66.2

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者 
数〕 

(名) 
355 

〔180〕

358

〔183〕

357

〔175〕

346 

〔186〕

347

〔190〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、提出会社において名糖産業労働組合が組織されており、日本食品関連産業労働組合総連合会

に加盟し、組合員数は平成17年９月30日現在で308名であります。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食品事業 439〔223〕 

化成品事業 72 〔16〕 

不動産事業 12 〔0〕 

全社(共通) 32 〔0〕 

合計 555〔239〕 

従業員数(名) 357〔175〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な輸出と民間設備投資の増加に支えられて企業収益には一段と

改善の動きが広がり、雇用情勢も好転するなど、景気は回復基調をたどりました。一方、原油価格など素材価格の

上昇や、年金問題など将来に対する不安感などから、個人消費には依然として力強さが見られないなど、全体とし

ては先行き不透明な状況で推移しました。 

当社グループの主力事業の一つである食品業界におきましても、食品の安全性に対する消費者の意識が一層高ま

るなか、原材料価格の上昇ならびに商品の低価格化傾向の継続による販売競争の激化など、業況の下押し懸念を抱

えた経営環境で推移しました。 

こうした状況のなかで、当社グループは積極的な営業活動の展開とともに、お客様のニーズに応じた新商品の開

発ならびに商品開発力の強化に注力してまいりました。また、生産部門におきましては、原材料価格の上昇による

コスト増を生産性の向上などにより吸収するよう努めるとともに、商品の安全性の確保と品質の向上のため品質管

理体制の強化に引き続き取り組みました。さらに、営業支援システムなど情報システムの利便性向上や計数管理の

迅速化など、効率経営を一層推進してまいりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比0.5％増の9,768百万円となりました。営業利益は前年同

期比38.5％減の331百万円となり、経常利益は前年同期比18.8％減の716百万円となりました。また、中間純利益は

前年同期比16.3％減の466百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

食品事業 

主力の菓子部門は、積極的な販売促進活動を展開し拡売に努めました結果、増収を確保できました。チョコレー

ト類は、主力の「アルファベットチョコレート」や「ベストアソートチョコレート」が好調に推移し、新商品の

「ブラックチョコレート」も順調に売上を伸ばしました。キャンディ類は、小袋商品が大変好調で堅調に売上を伸

ばしました。また、粉末飲料部門も既存基幹商品を中心として売上が堅調に推移しました。なかでも「ロイヤルミ

ルクティー」や「レモネードＣ」は大幅に伸長し、主力の「レモンティー」も健闘しました。さらに、主として九

州地区で製造・販売している冷菓部門は、今期発売の新商品や受託商品を中心に売上が伸長しました。 

連結子会社の㈱エースベーカリーは、積極的な営業活動を展開しましたもののバウムクーヘンが伸び悩み、微減

収となりました。また、主要原料である鶏卵価格の高止まりなど原材料価格の上昇が、利益面の下押し要因となり

ました。 

この結果、食品事業の売上高は前年同期比1.2％増の8,354百万円、営業利益は原材料価格の上昇を売上増や生産

性向上などにより吸収するよう努めましたものの前年同期を下回り、前年同期比36.8％減の396百万円となりまし

た。 

  



化成品事業 

海外を主な市場とするチーズ用擬乳酵素「レンネット」は、第２世代品「ＭＲＳ」が市場に受け入れられて売上

が大幅な伸長を見せ、好調に推移しました。脂肪分解酵素「リパーゼ」や食品リン脂質製造用酵素「ホスホリパー

ゼ」も、海外市場開拓と多方面への用途開発を推進した結果、売上が堅調に推移しました。また、飼料用添加物

「ヘルシーフレンド」も増売となりました。一方、ＭＲＩ(磁気共鳴画像)診断用肝臓造影剤『リゾビスト』の原薬

である「デキストラン・マグネタイト」や、写真フィルム添加剤用デキストランは、取引先の在庫調整などの影響

もあって減売を余儀なくされました。 

この結果、化成品事業の売上高は前年同期比3.7％減の1,200百万円、営業利益は前年同期比7.8％減の127百万円

となりました。 

  

不動産事業 

不動産事業の売上高は前年同期比1.5％減の214百万円となりましたが、営業利益は前年同期比2.9％増の96百万円

となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の中間期末残高は1,973百万円で、当中間

期期首残高の3,015百万円に対して1,042百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は598百万円となり、前中間連結会計期間に比べ200百万円の増加となりました。当

中間連結会計期間における増加要因は、税金等調整前中間純利益709百万円、売上債権の減少額603百万円および減

価償却費337百万円などであり、減少要因は、たな卸資産の増加額551百万円および法人税等の支払額358百万円など

であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は546百万円となりました。前中間連結会計期間は、167百万円の資金の増加であり

ました。当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの主なものは、有形固定資産の取得による支出

601百万円などであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により使用した資金は1,094百万円となりました。前中間連結会計期間は、自己株式の取得による支出

13,822百万円などもあって、8,132百万円の支出でありました。当中間連結会計期間の資金の使途は、短期借入金の

返済による支出800百万円および配当金の支払額289百万円などであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 生産金額算定基準は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績およびそれぞれの総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以上の相手先がな

いため省略いたします。 

３ 食品事業については事業の性質上、主力製品の売上高が上半期に比べ下半期の方が多いため販売実績に著しい季節的変動

があります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありませ

ん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

食品事業 8,747,732 1.9 

化成品事業 846,116 5.4 

不動産事業 ― ― 

合計 9,593,848 2.2 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

食品事業 8,354,156 1.2 

化成品事業 1,200,540 △3.7 

不動産事業 214,192 △1.5 

合計 9,768,888 0.5 



５ 【研究開発活動】 

食品(菓子・飲料)については食品開発部(本社内)において、また、化成品(医薬品原料・酵素)については名古屋研

究所(愛知県清須市)、東京研究所(東京都八王子市)において、研究開発を実施しております。 

食品事業 

食品事業では、「お客様重視の経営」の経営基本姿勢のもとで、企業理念に掲げます「おいしさ」「たのしさ」

「健康」の追求を通じ、お客様にとって安全・安心で高品質な商品の提供を目指した開発を行っております。 

当中間連結会計期間では、営業・マーケティング部門の参画のもと、市場のニーズに対応した開発を行うととも

に、既存商品の育成と強化にも取り組んでまいりました。菓子部門では、チョコレート類は、主力商品形態でありま

すファミリータイプの一層の品揃えを行いました。すなわち、新商品として、健康によいポリフェノールが多く含ま

れる「ブラックチョコレート」、カシューナッツを使用した「カシューナッツチョコレート」を発売し、リニューア

ルとしては「ベストアソートチョコレート」や「北海道生クリームチョコレート」などを行いました。キャンディ類

は、抗酸化力を持つセサミノールが多く含まれる新商品「発芽金ごまクランチ」を発売しました。また、チョコレー

ト類、キャンディ類ともに小袋商品の充実を図るとともに、受託商品は流通業界の特性に合った開発にも注力しまし

た。粉末飲料部門でも、健康に配慮した新商品「レモンティーカフェインレス」を発売し、「ロイヤルミルクティ

ー」をより高品質にリニューアルしました。さらに、㈱エースベーカリーとは相互で共有する原材料情報を活用した

ゼリーなどの開発を行いました。 

消費者の食品の安全・安心に対する意識がますます高まるなか、今後も安全性の高い原材料の確保はもとより、法

令に則った正確な表示を行ってまいります。また、少子高齢化や消費者の健康志向にも対応した素材を用いた商品開

発にも取り組みます。前連結会計年度に稼動した「お客様相談室情報システム」は、当連結会計年度は各地の工場や

支店と連携した運用を行う予定ですので、各部署への迅速なフィードバックを活かし、より品質の高い商品をお客様

にお届けできる態勢を目指してまいります。なお、お客様の個人情報につきましては、紛失、改ざん、漏えいなどを

防止するために適正な情報管理を行っております。そして、信頼できる「名糖」ブランドの確立に努めてまいりま

す。 

  

化成品事業 

当事業の主力商品である医薬品原料、化粧品素材、産業用酵素および食品・飼料添加物などの各分野において、世

界の顧客ニーズを捉え、業績に寄与できる商品の研究開発を積極的に展開しております。 

医薬品原料では、ＭＲＩ(磁気共鳴画像)診断用肝臓造影剤『リゾビスト』の原薬として独自開発した磁性流体「デ

キストラン・マグネタイト」の技術を活用し、新規用途開発のための共同研究を進めております。さらに、化粧品素

材では、デキストラン硫酸など既存商品の新たな機能を見出す研究に取り組み、付加価値を増した商品の開発を推進

しております。 

酵素関係では、チーズ用凝乳酵素「レンネット」の生産性向上と品質改良ならびに脂肪分解酵素「リパーゼ」の改

良に重点的に取り組んでおります。特に発酵技術、バイオ技術を駆使した研究開発に全力で取り組み、市場ニーズに

応え、付加価値を増した商品開発を進めております。需要が急増している「レンネット」の第２世代品「ＭＲＳ」に

つきましては、製造設備を新設して製造コストの大幅な低減に努めております。また、食品、医薬品、工業用など多

様な用途を持つ「リパーゼ」や食品リン脂質製造用酵素「ホスホリパーゼ」は、機能性食品製造分野で需要が伸びて

おり、この用途向けにさらに高機能な商品の開発に取り組んでおります。一方、基礎研究としては大学との共同研究

で新規酵素の開発および既存酵素改良技術の確立に努めております。 

飼料添加物分野では、乳酸菌とデキストラン発酵産物を組み合わせたシンバイオティクスという新規コンセプトの

商品の開発に重点的に取り組んでおり、さらにこの商品を健康食品素材としても展開するために、効果・効能を確立

するための基礎研究を大学など他の研究機関と共同で進めております。 

  

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は総額299百万円で、食品事業が135百万円、化成品事業が163百万円であり



ます。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画の確定したものはありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

  本会社の発行する株式の総数は3,300万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減

ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  

(平成17年６月29日定時株主総会決議) 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 23,265,000 23,265,000

名古屋証券取引所
(市場第一部) 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 23,265,000 23,265,000 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 2,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 200,000(注)１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,916(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日から
平成22年６月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

(注)３ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整いたします。ただし、かかる調整は

本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により

生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

     また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数の調整を行います。 

２ １株あたりの行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げます。ただ

し、その金額が発行日の終値(当日に終値のない場合は、その日に先立つ直近日の終値)を下回る場合は、当該終値を行使

価額とします。 

  なお、発行日以後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整します。 

  ① 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式の処分をする場合(新株予約権の行使

の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

    なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとし

ます。 

  ② 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。 

  ③ 当社が併合する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額を調整する

必要が生じた場合は、必要かつ合理的な範囲で、行使価額を適切に調整いたします。 

３ 自己株式を充当するため資本組入は行いません。 

４ ① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社ならびに当社子会社の取締役、執行役員および

従業員の地位を有していることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合

は、この限りではありません。 

  ② 新株予約権の相続は認めないものとします。 

  ③ その他の条件については、当定時株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めるところによるものとします。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額

× 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 23,265 ― 1,313,250 ― 76,353



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式5,068千株(21.79％)があります。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベストメンツ株式会

社信託口)の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式をその全額出資子会社であるCMTBエクイテ

ィインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、三井アセット信託銀行株式会社に信託されたうえで、日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであります。なお、当社は、中央三井信託銀行株式会社の完全親会社

である三井トラスト・ホールディングス株式会社の株式3,100千株を所有しております。 

３ チェース マンハッタン バンク ジーティーエス クライアンツ アカウント エスクロウの常任代理人は、株式会社

みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室(東京都中央区日本橋兜町６番７号)であります。 

４ メロン バンク トリーティー クライアンツ オムニバスの常任代理人は、香港上海銀行東京支店(東京都中央区日本橋３

丁目11番１号)であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

興和株式会社 名古屋市中区錦３丁目６番29号 920 3.96

株式会社UFJ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 903 3.88

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(三井アセット信託 
銀行再信託分・CMTBエクイティ
インベストメンツ株式会社 
信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 713 3.06

チェース マンハッタン バン
ク ジーティーエス クライア
ンツ アカウント エスクロウ 

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9,
THOMAS MORE STREET LONDON, 
E1W 1YT, UNITED KINGDOM 

695 2.99

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 692 2.98

高砂香料工業株式会社 東京都大田区蒲田５丁目37番１号 611 2.63

株式会社大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３丁目98番地 600 2.58

名糖産業取引先持株会 名古屋市西区笹塚町２丁目41番地 530 2.28

メロン バンク トリーティー 
クライアンツ オムニバス 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 409 1.76

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 359 1.55

計 ― 6,435 27.66



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ2,300

株(議決権23個)および90株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式91株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

5,068,900
普通株式 ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

18,080,500 
180,805 ― 

単元未満株式 普通株式 115,600 ― ― 

発行済株式総数 23,265,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 180,805 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
名糖産業㈱ 

名古屋市西区笹塚町 
２丁目41番地 

5,068,900 ― 5,068,900 21.79

計 ― 5,068,900 ― 5,068,900 21.79



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,000 1,950 1,880 1,850 1,884 1,950

最低(円) 1,705 1,737 1,815 1,786 1,760 1,800



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)および前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)ならびに当中間連結会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)および当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務

諸表および中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    3,710,311 1,973,147   2,996,284 

２ 受取手形及び売掛金    3,968,767 4,146,809   4,750,193 

３ 有価証券    1,298,745 810,754   830,312 

４ たな卸資産    2,058,544 2,093,515   1,542,210 

５ 繰延税金資産    300,694 264,276   284,921 

６ その他    48,723 40,723   26,405 

貸倒引当金    △39,321 △39,715   △42,675 

流動資産合計    11,346,466 23.2 9,289,512 16.4   10,387,652 20.0

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産          

１ 建物及び構築物   6,690,354   7,014,091 6,949,923   

減価償却累計額   4,342,319 2,348,035 4,509,962 2,504,128 4,426,516 2,523,407 

２ 機械装置及び運搬具   10,518,367   11,048,174 10,911,415   

減価償却累計額   8,239,289 2,279,077 8,391,907 2,656,266 8,292,870 2,618,545 

３ 工具器具及び備品   808,737   801,357 778,724   

減価償却累計額   666,648 142,088 645,483 155,873 632,740 145,984 

４ 土地    1,180,670 1,224,542   1,180,670 

５ 建設仮勘定    154,859 8,782   14,561 

有形固定資産合計    6,104,731 6,549,593   6,483,168 

(2) 無形固定資産    105,459 127,864   105,596 

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券    30,119,761 39,435,662   33,795,550 

２ 長期貸付金    85,251 77,069   80,670 

３ 繰延税金資産    57,256 62,676   62,651 

４ その他    1,203,305 1,120,547   1,162,358 

貸倒引当金    △138,147 △125,300   △122,900 

投資その他の資産 
合計    31,327,427 40,570,656   34,978,330 

固定資産合計    37,537,619 76.8 47,248,115 83.6   41,567,095 80.0

資産合計    48,884,086 100.0 56,537,627 100.0   51,954,747 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金   2,603,303 2,411,622   2,500,969 

２ 短期借入金   6,000,000 4,600,000   5,400,000 

３ 未払金   177,058 248,915   191,973 

４ 未払費用   1,598,949 1,605,712   1,751,773 

５ 未払法人税等   295,256 224,242   346,852 

６ 返品調整引当金   31,300 33,100   66,000 

７ その他   1,151,066 122,524   111,664 

流動負債合計   11,856,935 24.3 9,246,118 16.4   10,369,232 19.9

Ⅱ 固定負債         

１ 繰延税金負債   3,940,238 7,646,628   5,422,782 

２ 退職給付引当金   2,130,859 2,210,236   2,185,317 

３ 役員退職慰労引当金   49,284 60,079   57,008 

４ その他   6,955 5,859   6,970 

固定負債合計   6,127,338 12.5 9,922,803 17.5   7,672,079 14.8

負債合計   17,984,273 36.8 19,168,921 33.9   18,041,311 34.7

(少数株主持分)         

少数株主持分   ― ― ― ―   ― ―

          

(資本の部)         

Ⅰ 資本金   1,313,250 2.7 1,313,250 2.3   1,313,250 2.5

Ⅱ 資本剰余金   76,353 0.1 76,353 0.1   76,353 0.1

Ⅲ 利益剰余金   36,894,507 75.5 32,170,903 56.9   32,018,515 61.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   7,831,423 16.0 13,373,778 23.7   10,066,707 19.4

Ⅴ 自己株式   △15,215,722 △31.1 △9,565,579 △16.9   △9,561,390 △18.4

資本合計   30,899,812 63.2 37,368,705 66.1   33,913,436 65.3

負債、少数株主持分 
及び資本合計   48,884,086 100.0 56,537,627 100.0   51,954,747 100.0

          



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    9,718,579 100.0 9,768,888 100.0   22,496,647 100.0

Ⅱ 売上原価    6,133,166 63.1 6,338,807 64.9   13,914,252 61.9

売上総利益    3,585,412 36.9 3,430,081 35.1   8,582,394 38.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 販売促進費   1,144,935   1,244,281 3,243,220   

２ 運送費・保管料   527,561   533,774 1,158,769   

３ 広告宣伝費   45,485   46,901 88,191   

４ 給料・賞与・諸手当   751,851   731,175 1,496,543   

５ 退職給付引当金 
  繰入額   68,461   70,432 125,263   

６ 役員退職慰労引当金 
  繰入額   6,225   6,400 24,180   

７ 減価償却費   34,236   36,457 72,613   

８ その他   467,213 3,045,970 31.3 428,955 3,098,377 31.7 935,637 7,144,419 31.7

営業利益    539,441 5.6 331,703 3.4   1,437,975 6.4

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   50,464   45,728 92,193   

２ 受取配当金   210,886   229,319 356,846   

３ 有価証券売却益   76,380   106,206 269,066   

４ 持分法による 
  投資利益   15,513   20,328 34,501   

５ 雑収入   79,269 432,514 4.4 45,467 447,049 4.6 82,026 834,634 3.7

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   3,598   11,500 16,332   

２ 有価証券売却損   21   ― 21   

３ 固定資産除売却損   26,526   22,854 39,338   

４ 支払手数料   ―   15,145 22,463   

５ 自己株式買付手数料   46,281   ― 56,639   

６ 雑支出   13,509 89,937 0.9 12,873 62,374 0.6 19,078 153,873 0.7

経常利益    882,017 9.1 716,378 7.4   2,118,736 9.4

Ⅵ 特別利益          

  投資有価証券売却益   ─ ─ ─ ─ ─ ─ 69,230 69,230 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 減損損失 ※(1) ─   6,502 ―   

２ 製品廃棄損   ─   ─ 44,228   

３ 会員権評価損   ─ ─ ─ ─ 6,502 0.1 10,082 54,310 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    882,017 9.1 709,876 7.3   2,133,656 9.5

法人税、住民税 
及び事業税   308,264   250,399 803,300   

法人税等調整額   16,577 324,842 3.4 △6,844 243,555 2.5 △12,217 791,082 3.5

中間(当期)純利益    557,175 5.7 466,320 4.8   1,342,574 6.0

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   76,353 76,353   76,353

Ⅱ 資本剰余金増加高   ― ―   ―

Ⅲ 資本剰余金減少高   ― ―   ―

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  76,353 76,353   76,353

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   36,672,897 32,018,515   36,672,897

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 中間(当期)純利益   557,175 466,320   1,342,574

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 312,065 291,172 312,065 

 ２ 取締役賞与 23,500 22,750 23,500 

 ３ 自己株式処分差損 ― 10 ― 

 ４ 自己株式消却額 ― 335,565 ― 313,933 5,661,390 5,996,955

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  36,894,507 32,170,903   32,018,515

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 882,017 709,876 2,133,656

２ 減価償却費  297,693 337,385 623,646

３ 減損損失  ― 6,502 ―

４ 連結調整勘定償却額  4,834 4,834 9,668

５ 退職給付引当金・ 
  役員退職慰労引当金の 
  増減額(△は減少) 

 △24,349 27,990 37,831

６ 貸倒引当金の増減額 
  (△は減少) 

 △22,525 △560 △34,418

７ 有価証券・投資有価証券 
  売却損益(△は益) 

 △76,359 △106,206 △338,276

８ 受取利息及び受取配当金  △261,351 △275,047 △449,040

９ 支払利息  ― 11,500 16,332

10 売上債権の増減額 
  (△は増加) 

 574,413 603,383 △207,011

11 たな卸資産の増減額 
  (△は増加) 

 △553,479 △551,305 △37,145

12 仕入債務の増減額 
  (△は減少) 

 229,767 141,265 74,666

13 役員賞与の支払額  △23,500 △22,750 △23,500

14 その他  △210,025 △200,314 8,910

小計  817,135 686,553 1,815,320

15 利息及び配当金の受取額  263,611 281,675 444,830

16 利息の支払額  △3,598 △11,500 △16,332

17 法人税等の支払額  △679,567 △358,384 △1,137,309

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 397,581 598,344 1,106,508



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券・投資有価証券 
  の取得による支出 

 △419,609 △514,193 △980,319

２ 有価証券・投資有価証券 
  の売却による収入 

 985,392 543,785 2,071,957

３ 定期預金の預入れ 
  による支出 

 ─ ― △100,000

４ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △360,172 △601,972 △1,027,839

５ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △5,526 △33,942 △17,014

６ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 1,650 1 1,674

７ 貸付けによる支出  △5,000 △1,000 △5,000

８ 貸付金の回収による収入  4,472 4,601 9,053

９ その他  △34,075 56,010 34,281

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 167,129 △546,710 △13,205

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
  (△は減少) 

 6,000,000 △800,000 5,400,000

２ 自己株式の取得 
  による支出 

 △13,822,009 △4,491 △14,832,602

３ 自己株式の売却による 
  収入 

 ― 291 ―

４ 配当金の支払額  △310,516 △289,865 △311,798

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △8,132,525 △1,094,064 △9,744,400

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  に係る換算差額 

 2,388 268 2,712

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額(△は減少) 

 △7,565,426 △1,042,161 △8,648,384

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 11,663,990 3,015,605 11,663,990

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高 

 4,098,563 1,973,443 3,015,605

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数 ３社 

  連結子会社名 

   ㈱エースベーカリー 

   名糖乳業㈱ 

   プリンスゴルフ㈱ 

連結子会社の数 

全子会社３社 

  連結子会社名 

   ㈱エースベーカリー 

   名糖乳業㈱ 

   プリンスゴルフ㈱ 

    同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用会社の数 

１社 

  持分法適用会社名 

   名糖アダムス㈱ 

   (関連会社) 

(1)    同左 (1)    同左 

  (2) 持分法を適用しない関

連会社 

   名糖㈱ 

   ㈱名糖蓼科山荘 

(2)    同左 (2)    同左 

  (3) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用していな

い２社は、それぞれ中

間連結純損益および連

結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。 

(3)    同左 (3) 持分法を適用しない理

由 

  持分法を適用していな

い２社は、それぞれ当

期純損益および利益剰

余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体

としても重要性がない

ため、持分法の適用か

ら除外しております。 

  (4) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項 

  持分法の適用会社は、

中間決算日が中間連結

決算日と異なってお

り、適用会社の中間会

計期間にかかる中間財

務諸表を使用しており

ます。 

(4)    同左 

  

(4) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項 

  持分法の適用会社は、

決算日が連結決算日と

異なっており、適用会

社の事業年度にかかる

財務諸表を使用してお

ります。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社３社の中間決

算日は６月30日であり、中

間連結財務諸表の作成にあ

たっては同中間決算日現在

の財務諸表を使用しており

ます。ただし、平成16年７

月１日から中間連結決算日

平成16年９月30日までの期

間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っております。 

 連結子会社３社の中間決

算日は６月30日であり、中

間連結財務諸表の作成にあ

たっては同中間決算日現在

の財務諸表を使用しており

ます。ただし、平成17年７

月１日から中間連結決算日

平成17年９月30日までの期

間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っております。 

 連結子会社である㈱エー

スベーカリー、名糖乳業

㈱、プリンスゴルフ㈱の決

算日は12月31日であります

が、決算日の差異が３ヶ月

を超えないため、連結財務

諸表規則に基づき、各社の

事業年度の財務諸表を使用

しております。ただし、平

成17年１月１日から連結決

算日平成17年３月31日まで

の期間に発生した重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ａ 有価証券 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は主とし

て移動平均法に

より算定してお

ります。) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ａ 有価証券 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ａ 有価証券 

  ・その他有価証券 

    時価のあるもの 

     連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は主として移動

平均法により算

定しておりま

す。) 

      時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

    時価のないもの 

同左 

  

    時価のないもの 

同左 

  

   ｂ たな卸資産 

   主として移動平均法

による低価法 

 ｂ たな卸資産 

同左 

  

 ｂ たな卸資産 

同左 

  



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

 ａ 有形固定資産 

  ・機械及び装置 

   主として、定額法 

   ただし、連結子会社

２社は定率法を採用

しております。 

   なお、耐用年数およ

び残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。 

  ・平成10年４月１日以

降取得した建物(附

属設備を除く) 

   定額法 

   なお、耐用年数およ

び残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。 

  ・その他の有形固定資

産 

   定率法 

   なお、耐用年数およ

び残存価額について

は、法人税法に規定

する方法と同一の基

準によっておりま

す。 

   ただし、提出会社の

建物のうち、昭和47

年３月期以前の取得

にかかる設備につい

ては会社基準による

耐用年数を採用して

おります。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

 ａ 有形固定資産 

  ・機械及び装置 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ・平成10年４月１日以

降取得した建物(附

属設備を除く) 

同左 

  

  

  

  

  

  

  ・その他の有形固定資

産 

同左 

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

 ａ 有形固定資産 

  ・機械及び装置 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ・平成10年４月１日以

降取得した建物(附

属設備を除く) 

同左 

  

  

  

  

  

  

  ・その他の有形固定資

産 

同左 

   ｂ 無形固定資産 

   定額法 

   なお、耐用年数につ

いては、法人税法に

規定する方法と同一

の基準によっており

ます。 

   また、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用

しております。 

 ｂ 無形固定資産 

同左 

  

 ｂ 無形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ａ 貸倒引当金 

   金銭債権の貸倒れに

よる損失に備えるた

め、一般債権につい

ては貸倒実績率等に

より、貸倒懸念債権

等特定の債権につい

ては個別に回収可能

性を検討し、回収不

能見込額を計上して

おります。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ａ 貸倒引当金 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ａ 貸倒引当金 

同左 

   ｂ 返品調整引当金 

   提出会社は販売した

菓子および飲料の返

品に備えるため、こ

れに対応する返品見

込額の売買利益相当

額および返品された

製品の価値減少相当

額を計上しておりま

す。 

 ｂ 返品調整引当金 

同左 

  

 ｂ 返品調整引当金 

同左 

  

   ｃ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務に基づ

き、当中間連結会計

期間末において発生

していると認められ

る額を計上しており

ます。 

   なお、数理計算上の

差異については、発

生時の翌連結会計年

度に全額費用処理し

ております。 

 ｃ 退職給付引当金 

同左 

 ｃ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務に基づ

き、連結会計期間末

において発生してい

ると認められる額を

計上しております。 

   なお、数理計算上の

差異については、発

生時の翌連結会計年

度に全額費用処理し

ております。 

   ｄ 役員退職慰労引当金 

   提出会社および子会

社１社は役員の退職

慰労金の支出に備え

るため、取締役会に

おいて決議された内

規に基づく中間期末

要支給額を計上して

おります。 

 ｄ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ｄ 役員退職慰労引当金 

   提出会社および子会

社１社は役員の退職

慰労金の支出に備え

るため、取締役会に

おいて決議された内

規に基づく期末要支

給額を計上しており

ます。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

  (5) 消費税等の会計処理方

法 

  税抜方式によっており

ます。 

  なお、「仮払消費税

等」および「仮受消費

税等」は相殺のうえ流

動資産の「その他」に

含めて表示しておりま

す。 

(5) 消費税等の会計処理方

法 

  税抜方式によっており

ます。 

  なお、「仮払消費税

等」および「仮受消費

税等」は相殺のうえ流

動負債の「未払金」に

含めて表示しておりま

す。 

(5) 消費税等の会計処理方

法 

  税抜方式によっており

ます。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなりま

す。 

同左 

  

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなります。 

６ その他中間連結財

務諸表(連結財務

諸表)作成のため

の重要な事項 

――――― ――――― ――――― 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が6,502千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― (中間連結貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６

月９日法律97号)により、証券取引法第２条第２項にお

いて、投資事業有限責任組合およびこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

中間連結会計期間まで投資その他の資産の「その他」に

含めておりました投資事業組合への出資金を、当中間連

結会計期間より「投資有価証券」に計上しております。

この変更により、「投資有価証券」は102,887千円増加

し、投資その他の資産の「その他」は同額減少しており

ます。 

――――― (中間連結損益計算書) 

 「支払手数料」は、前中間連結会計期間まで営業外費

用の「雑支出」に含めて表示しておりましたが、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間における「支払手数料」の

金額は5,916千円であります。 

――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「支払利

息」は、重要性が増したため、当中間連結会計期間にお

いて区分掲記することに変更しました。 

 なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「支払利

息」は、3,598千円であります。 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が10,307千円増加し、営業利益、経

常利益および税金等調整前中間純利

益が、10,307千円減少しておりま

す。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が24,740千円増加し、営業利益、経

常利益および税金等調整前当期純利

益が24,740千円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

提出会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当中間連結会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入金未実行

残高等は次のとおりであります。 

  

貸出コミットメントの総額 

  8,000,000千円

借入実行残高 6,000,000千円

差引額 2,000,000千円

提出会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当中間連結会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入金未実行

残高等は次のとおりであります。 

  

貸出コミットメントの総額 

  8,000,000千円

借入実行残高 4,600,000千円

差引額 3,400,000千円

提出会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行６行

と貸出コミットメント契約を締結し

ております。 

当連結会計年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入金未実行残高

等は次のとおりであります。 

  

貸出コミットメントの総額 

  8,000,000千円

借入実行残高 5,400,000千円

差引額 2,600,000千円



(中間連結損益計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 当社グループの事業の性質上、

主力製品の売上高および営業費用

が上半期に比べ下半期の方が多い

ため売上高および営業費用に著し

い季節的変動があります。 

なお、当中間連結会計期間末に至

る１年間の売上高および営業費用

は次のとおりであります。 
  

  売上高 
(千円) 

営業費用 
(千円) 

前連結会計 
年度の下期 12,592,405 11,487,805

当中間連結 
会計期間 9,718,579 9,179,137

合計 22,310,984 20,666,942

１ 当社グループの事業の性質上、

主力製品の売上高および営業費用

が上半期に比べ下半期の方が多い

ため売上高および営業費用に著し

い季節的変動があります。 

なお、当中間連結会計期間末に至

る１年間の売上高および営業費用

は次のとおりであります。 
  

  売上高
(千円) 

営業費用
(千円) 

前連結会計 
年度の下期 12,778,068 11,879,534

当中間連結 
会計期間 9,768,888 9,437,185

合計 22,546,957 21,316,719

１     ――――― 

２     ――――― ２ ※(1) 減損損失 

 当社グループは、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上し

ました。 

 当社グループは、管理会計上の

単位を資産グループの基礎とし、

独立したキャッシュ・フローを生

み出す最小単位でグルーピングを

行っております。また、賃貸用資

産および遊休資産についてはそれ

ぞれの個別物件ごとにグルーピン

グを行っております。 

 上記資産グループにつきまして

は、近年の継続的な地価の下落に

より、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(土地6,502千円)として特別損失

に計上しております。 

 なお、上記資産グループの回収

可能価額は正味売却価額であり、

不動産鑑定士による鑑定評価額で

算定しております。 

用途 種類 場所
減損損失
(千円) 

遊休資産 土地 岐阜県 3,690

遊休資産 土地 北海道 2,812

計  6,502

２     ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 3,710,311千円

取得日から償還日 
までの期間が 
３か月以内の短期 
投資(有価証券) 

398,251千円

計 4,108,563千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△10,000千円

現金及び 
現金同等物 

4,098,563千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 1,973,147千円

取得日から償還日
までの期間が 
３か月以内の短期
投資(有価証券) 

10,295千円

計 1,983,443千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△10,000千円

現金及び 
現金同等物 

1,973,443千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 2,996,284千円 

取得日から償還日 
までの期間が 
３か月以内の短期 
投資(有価証券) 

29,320千円 

計 3,025,605千円 

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△10,000千円 

現金及び
現金同等物 

3,015,605千円 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 〔借手側〕 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 316,589 197,751 118,838

工具器具 
及び備品 59,224 46,271 12,953

無形 
固定資産 
(ソフト 
 ウェア) 

30,120 15,123 14,996

合計 405,934 259,146 146,788

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 〔借手側〕 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (注)    同左 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 253,583 156,382 97,200

工具器具 
及び備品 25,460 20,396 5,064

無形 
固定資産 
(ソフト 
 ウェア) 

30,120 21,147 8,972

合計 309,163 197,925 111,238

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 〔借手側〕 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置
及び運搬具 267,845 171,781 96,064 

工具器具
及び備品 30,320 22,441 7,879 

無形
固定資産 
(ソフト 
 ウェア) 

30,120 18,135 11,984 

合計 328,286 212,357 115,928 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 54,296千円

１年超 92,492千円

合計 146,788千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)    同左 

１年以内 42,109千円

１年超 69,128千円

合計 111,238千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 (注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 45,222千円

１年超 70,706千円

合計 115,928千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料  34,322千円 

   減価償却費相当額 

           34,322千円 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料  27,172千円 

   減価償却費相当額 

           27,172千円 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

   支払リース料  63,303千円 

   減価償却費相当額 

           63,303千円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 〔貸手側〕 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  
取得価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末
残高 
(千円) 

建物及び 
構築物 409,372 200,119 209,252

 〔貸手側〕 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  
取得価額
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末
残高 
(千円) 

建物及び 
構築物 409,372 212,888 196,483

 〔貸手側〕 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

取得価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

期末残高
(千円) 

建物及び
構築物 409,372 206,756 202,615

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 21,605千円

１年超 301,008千円

合計 322,613千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)当中間連結会計期間において

リース期間の見直しを行って

おります。 

１年以内 1,981千円

１年超 199,846千円

合計 201,828千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 22,596千円

１年超 289,455千円

合計 312,051千円

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

   受取リース料  26,811千円 

   減価償却費    6,637千円 

   受取利息相当額 16,705千円 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

   受取リース料  29,948千円 

   減価償却費    6,131千円 

   受取利息相当額 29,161千円 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

   受取リース料  53,623千円 

   減価償却費   13,274千円 

   受取利息相当額 32,955千円 

 (4) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額と見積残存価額

の合計額からリース物件の購

入価額を控除した額を利息相

当額とし、各期への配分方法

については、利息法によって

おります。 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

当社グループは、時価評価を行う有価証券および投資有価証券について、市場価格または合理的に算定された価額が、帳簿

価額に比べ、30％以上下落した場合には、「著しい下落」に該当するものとして、減損処理を行っております。ただし、当

中間連結会計期間においては、減損処理に該当するものはありません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

当社グループは、時価評価を行う有価証券および投資有価証券について、市場価格または合理的に算定された価額が、帳簿

価額に比べ、30％以上下落した場合には、「著しい下落」に該当するものとして、減損処理を行っております。ただし、当

中間連結会計期間においては、減損処理に該当するものはありません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

  

  

種類 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 10,894,377 24,036,630 13,142,253

(2) 債券  

    社債 5,348,733 5,368,307 19,573

(3) その他 ─ ─ ─

合計 16,243,111 29,404,938 13,161,827

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,138,529 

マネー・マネジメント・ファンド等 398,251 

合計 1,536,781 

種類 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 10,935,285 33,449,123 22,513,837

(2) 債券  

    社債 5,084,276 5,045,727 △38,548

(3) その他 100,967 102,887 1,919

合計 16,120,529 38,597,739 22,477,209

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 1,140,279 

マネー・マネジメント・ファンド等 10,295 

合計 1,150,574 



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

当社グループは、時価評価を行う有価証券および投資有価証券について、市場価格または合理的に算定された価額が、帳簿

価額に比べ、30％以上下落した場合には、「著しい下落」に該当するものとして、減損処理を行っております。ただし、当

連結会計年度においては、減損処理に該当するものはありません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 

  

  

種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 10,956,252 27,850,918 16,894,665

(2) 債券  

    社債 4,994,089 5,010,276 16,187

(3) その他 109,317 117,293 7,975

合計 16,059,659 32,978,488 16,918,828

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 1,140,279 

マネー・マネジメント・ファンド等 29,320 

合計 1,169,600 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 
  

  

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業区分の主な製品等 
  食品事業………菓子、飲料等 
  化成品事業………薬品、酵素等 
  不動産事業………不動産賃貸、ゴルフ場等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間319,045千円、当中間連
結会計期間287,992千円、前連結会計年度615,371千円であり、その主なものは、親会社の管理部門に係わる費用等であり
ます。 

  

  

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

食品事業 
(千円) 

化成品事業
(千円) 

不動産事業
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

8,254,628 1,246,541 217,408 9,718,579 ─ 9,718,579

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 8,254,628 1,246,541 217,408 9,718,579 ─ 9,718,579

営業費用 7,627,623 1,108,456 124,011 8,860,091 319,045 9,179,137

営業利益 627,004 138,085 93,396 858,487 (319,045) 539,441

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

食品事業 
(千円) 

化成品事業
(千円) 

不動産事業
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

8,354,156 1,200,540 214,192 9,768,888 ─ 9,768,888

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 8,354,156 1,200,540 214,192 9,768,888 ─ 9,768,888

営業費用 7,957,872 1,073,190 118,130 9,149,193 287,992 9,437,185

営業利益 396,283 127,350 96,061 619,695 (287,992) 331,703

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

食品事業 
(千円) 

化成品事業
(千円) 

不動産事業
(千円) 

計
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

19,700,743 2,359,882 436,020 22,496,647 ─ 22,496,647

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 19,700,743 2,359,882 436,020 22,496,647 ─ 22,496,647

営業費用 18,044,266 2,160,572 238,461 20,443,300 615,371 21,058,672

営業利益 1,656,477 199,310 197,559 2,053,346 (615,371) 1,437,975



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する重要な在外支店および連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する重要な在外支店および連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する重要な在外支店および連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,697円57銭 １株当たり純資産額 2,053円68銭 １株当たり純資産額 1,862円30銭

１株当たり中間純利益 22円55銭 １株当たり中間純利益 25円63銭 １株当たり当期純利益 61円52銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 557,175 466,320 1,342,574

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― 22,750

(うち利益処分による 
役員賞与金(千円)) 

― ― 22,750

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(千円) 

557,175 466,320 1,319,824

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 

24,704 18,197 21,451

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
金額の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要 

― 

新株予約権
株主総会の決議日 
平成17年６月29日 
(新株予約権2,000個) 
潜在株式の数 200千株 
な お、詳 細 に つ い て
は、第４提出会社の状
況１株式等の状況(2)新
株予約権等の状況に記
載のとおりでありま
す。 

― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   3,056,760   1,318,828 2,462,640   

２ 受取手形   197,644   176,679 451,436   

３ 売掛金   2,930,300   3,084,822 3,529,820   

４ 有価証券   1,298,745   810,754 830,312   

５ たな卸資産   1,938,735   1,969,549 1,465,614   

６ 繰延税金資産   263,858   251,576 272,304   

７ その他   116,623   101,617 85,010   

貸倒引当金   △33,000   △33,000 △37,000   

流動資産合計    9,769,667 20.8 7,680,827 14.1   9,060,139 18.1

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※(1)        

１ 建物   1,943,492   2,031,658 2,039,694   

２ 機械及び装置   2,117,937   2,483,043 2,442,073   

３ 土地   1,086,632   1,134,194 1,086,632   

４ その他   474,699   419,988 421,488   

有形固定資産合計   5,622,761   6,068,885 5,989,888   

(2) 無形固定資産   74,830   106,971 79,838   

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   30,337,435   39,649,196 34,012,502   

２ その他   1,197,923   1,108,741 1,152,285   

  貸倒引当金   △116,200   △102,600 △102,000   

投資その他の資産 
合計   31,419,159   40,655,338 35,062,787   

固定資産合計    37,116,751 79.2 46,831,195 85.9   41,132,514 81.9

資産合計    46,886,419 100.0 54,512,022 100.0   50,192,654 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形   341,901   336,600 360,694   

２ 買掛金   1,190,800   1,173,740 1,171,341   

３ 短期借入金   6,000,000   4,600,000 5,400,000   

４ 未払費用   1,441,287   1,427,755 1,600,416   

５ 未払法人税等   152,250   163,290 283,707   

６ 返品調整引当金   31,300   33,100 66,000   

７ その他   1,455,015   347,351 488,916   

流動負債合計   10,612,555 22.6 8,081,839 14.8   9,371,075 18.7

Ⅱ 固定負債         

１ 繰延税金負債   3,940,238   7,646,628 5,422,782   

２ 退職給付引当金   2,064,838   2,141,834 2,117,536   

３ 役員退職慰労引当金   44,300   52,000 50,300   

固定負債合計   6,049,376 12.9 9,840,462 18.1   7,590,618 15.1

負債合計   16,661,931 35.5 17,922,301 32.9   16,961,693 33.8

(資本の部)         

Ⅰ 資本金   1,313,250 2.8 1,313,250 2.4   1,313,250 2.6

Ⅱ 資本剰余金         

   資本準備金   76,353   76,353 76,353   

   資本剰余金合計   76,353 0.2 76,353 0.1   76,353 0.2

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金   328,312   328,312 328,312   

２ 任意積立金   34,966,547   30,165,775 34,966,547   

３ 中間(当期)未処分 
利益(△は当期 
未処理損失) 

  927,532   904,526 △3,955,900   

利益剰余金合計   36,222,392 77.3 31,398,615 57.6   31,338,959 62.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   7,828,213 16.7 13,367,081 24.5   10,063,787 20.0

Ⅴ 自己株式   △15,215,722 △32.5 △9,565,579 △17.5   △9,561,390 △19.0

資本合計   30,224,488 64.5 36,589,720 67.1   33,230,960 66.2

負債資本合計   46,886,419 100.0 54,512,022 100.0   50,192,654 100.0

          



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    6,883,855 100.0 7,005,901 100.0   17,096,274 100.0

Ⅱ 売上原価    4,222,899 61.3 4,361,758 62.3   10,036,732 58.7

売上総利益    2,660,956 38.7 2,644,142 37.7   7,059,542 41.3

返品調整引当金 
戻入額    62,800 0.9 66,000 1.0   62,800 0.4

返品調整引当金 
繰入額    31,300 0.5 33,100 0.5   66,000 0.4

売上総利益再計    2,692,456 39.1 2,677,042 38.2   7,056,342 41.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    2,411,220 35.0 2,476,250 35.3   5,916,415 34.6

営業利益    281,235 4.1 200,791 2.9   1,139,927 6.7

Ⅳ 営業外収益 ※(1)  390,952 5.7 416,571 5.9   799,105 4.6

Ⅴ 営業外費用 ※(2)  77,451 1.1 55,499 0.8   137,704 0.8

経常利益    594,736 8.7 561,864 8.0   1,801,327 10.5

Ⅵ 特別利益          

   投資有価証券売却益   ─ ─ ─ ─ ─ ─ 69,230 69,230 0.4

Ⅶ 特別損失          

 １ 減損損失 ※(3) ─   2,812 ―   

 ２ 製品廃棄損   ─   ― 44,228   

 ３ 会員権評価損   ─ ─ ─ ― 2,812 0.0 7,432 51,660 0.3

税引前中間(当期) 
純利益    594,736 8.7 559,052 8.0   1,818,897 10.6

法人税、住民税 
及び事業税   166,100   190,100 659,900   

法人税等調整額   32,665 198,765 2.9 △3,886 186,213 2.7 △14,930 644,969 3.7

中間(当期)純利益    395,971 5.8 372,838 5.3   1,173,927 6.9

前期繰越利益    531,561 531,698   531,561 

自己株式処分差損    ─ 10   ― 

自己株式消却額    ─ ―   5,661,390 

中間(当期)未処分 
利益(△は当期 
未処理損失) 

   927,532 904,526   △3,955,900 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  移動平均法による低価

法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

 子会社株式および関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は主と

して移動平均法によ

り算定しておりま

す。) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

(2) 有価証券 

 子会社株式および関連会

社株式 

同左 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 

 子会社株式および関連会

社株式 

同左 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は主と

して移動平均法によ

り算定しておりま

す。) 

  時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 機械及び装置 

  定額法 

  なお、耐用年数および

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

 平成10年４月１日以降取

得した建物(附属設備を

除く) 

  定額法 

  なお、耐用年数および

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

 その他の有形固定資産 

  定率法 

  なお、耐用年数および

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

  ただし、建物のうち、

昭和47年３月期以前の

取得にかかる設備につ

いては会社基準による

耐用年数を採用してお

ります。 

(1) 有形固定資産 

 機械及び装置 

同左 

  

  

  

  

  

 平成10年４月１日以降取

得した建物(附属設備を

除く) 

同左 

  

  

  

  

  

 その他の有形固定資産 

同左 

  

(1) 有形固定資産 

 機械及び装置 

同左 

  

  

  

  

  

 平成10年４月１日以降取

得した建物(附属設備を

除く) 

同左 

  

  

  

  

  

 その他の有形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

  また、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  金銭債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、

一般債権については貸

倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債

権については個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 返品調整引当金 

  販売した菓子および飲

料の返品に備えるた

め、これに対応する返

品見込額の売買利益相

当額および返品された

製品の価値減少相当額

を計上しております。 

(2) 返品調整引当金 

同左 

  

(2) 返品調整引当金 

同左 

  

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

  なお、数理計算上の差

異については、発生時

の翌事業年度に全額費

用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務に基づき、当事業年

度末において発生して

いると認められる額を

計上しております。 

  なお、数理計算上の差

異については、発生時

の翌事業年度に全額費

用処理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、取締

役会において決議され

た内規に基づく中間期

末要支給額を計上して

おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、取締

役会において決議され

た内規に基づく期末要

支給額を計上しており

ます。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

  

同左 

  

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、「仮払消費税等」

および「仮受消費税等」

は相殺のうえ流動資産の

「その他」に含めて表示

しております。 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、「仮払消費税等」

および「仮受消費税等」

は相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示

しております。 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が

2,812千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。 

――――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― (中間貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６

月９日法律97号)により、証券取引法第２条第２項にお

いて、投資事業有限責任組合およびこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含め

ておりました投資事業組合への出資金を、当中間会計期

間より「投資有価証券」に計上しております。この変更

により、「投資有価証券」は102,887千円増加し、投資

その他の資産の「その他」は同額減少しております。 



追加情報 

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が10,307千円増加し、営業利益、経

常利益および税引前中間純利益が、

10,307千円減少しております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が24,740千円増加し、営業利益、経

常利益および税引前当期純利益が

24,740千円減少しております。 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

１※(1) 有形固定資産の減価償却累

計額 

12,117,003千円 

１※(1) 有形固定資産の減価償却累

計額 

12,416,151千円 

１※(1) 有形固定資産の減価償却累

計額 

12,219,661千円 

２ 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行６

行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

  当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりでありま

す。 

  

貸出コミットメントの総額 

  8,000,000千円 

借入実行残高 6,000,000千円 

差引額 2,000,000千円 

２ 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行６

行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

  当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりでありま

す。 

  

貸出コミットメントの総額 

  8,000,000千円

借入実行残高 4,600,000千円

差引額 3,400,000千円

２ 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行６

行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

  当事業年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入金未実行残

高等は次のとおりであります。 

  

  

貸出コミットメントの総額 

8,000,000千円 

借入実行残高 5,400,000千円 

差引額 2,600,000千円 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１※(1) 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,293千円 

有価証券利息 47,888千円 

受取配当金 209,660千円 

有価証券売却益 76,380千円 

１※(1) 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,205千円 

有価証券利息 43,360千円 

受取配当金 227,992千円 

有価証券売却益 99,724千円 

１※(1) 営業外収益の主要項目 

受取利息 4,324千円 

有価証券利息 87,275千円 

受取配当金 372,844千円 

有価証券売却益 269,066千円 

 ※(2) 営業外費用の主要項目 
自己株式買付 
手数料 

46,281千円 

支払利息 3,299千円 

固定資産除売却損 21,206千円 

 ※(2) 営業外費用の主要項目 

支払利息 11,322千円 

固定資産除売却損 19,001千円 

支払手数料 15,145千円 

 ※(2) 営業外費用の主要項目 

支払利息 15,770千円 

自己株式買付
手数料 

56,639千円 

固定資産除売却損 32,617千円 

支払手数料 22,463千円 

２ 事業の性質上、売上高および営

業費用に著しい季節的変動があり

ます。 

  なお、当中間会計期間末に至る

１年間の売上高および営業費用は

次のとおりであります。 

  売上高 
(千円) 

営業費用
(千円) 

前 事業年
度の下期 

10,136,343 9,159,872

当中間 
会計期間 

6,883,855 6,602,619

合計 17,020,198 15,762,491

２ 事業の性質上、売上高および営

業費用に著しい季節的変動があり

ます。 

  なお、当中間会計期間末に至る

１年間の売上高および営業費用は

次のとおりであります。 

  売上高
(千円) 

営業費用
(千円) 

前 事業年
度の下期 

10,212,419 9,353,727

当中間 
会計期間 

7,005,901 6,805,109

合計 17,218,320 16,158,837

２     ――――― 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 260,347千円 

無形固定資産 6,471千円 

合計 266,819千円 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 299,485千円 

無形固定資産 6,809千円 

合計 306,294千円 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 544,858千円 

無形固定資産 12,983千円 

合計 557,841千円 

４     ――――― ４※(3) 減損損失 

  当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

  当社は、管理会計上の単位を資

産グループの基礎とし、独立した

キャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングを行ってお

ります。また、賃貸用資産および

遊休資産についてはそれぞれの個

別物件ごとにグルーピングを行っ

ております。 

  上記資産グループにつきまして

は、近年の継続的な地価の下落に

より、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(土地2,812千円)として特別損失

に計上しております。 

  なお、上記資産グループの回収

可能価額は正味売却価額であり、

不動産鑑定士による鑑定評価額で

算定しております。 

用途 種類 場所
減損損失
(千円) 

遊休資産 土地 北海道 2,812

４     ――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 〔借手側〕 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械 
及び装置 8,165 6,894 1,271

その他 
(工具器具
備品) 

36,252 32,223 4,028

合計 44,417 39,117 5,300

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 〔借手側〕 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(注)     同左 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械 
及び装置 12,157 8,193 3,963

その他 
(工具器具
備品) 

7,347 6,980 367

合計 19,505 15,174 4,331

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 〔借手側〕 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械
及び装置

8,045 7,457 587 

その他
(工具器具
備品) 

7,347 6,245 1,102 

合計 15,393 13,703 1,689 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 4,860千円

１年超 439千円

合計 5,300千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 1,718千円

１年超 2,612千円

合計 4,331千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 1,689千円 

１年超 ―千円 

合計 1,689千円 

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

(注)     同左 (注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 4,195千円

減価償却費 
相当額 

4,195千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1,470千円

減価償却費
相当額 

1,470千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 7,179千円 

減価償却費 
相当額 

7,179千円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 〔貸手側〕 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  
取得価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末
残高 
(千円) 

建物及び 
構築物 409,372 200,119 209,252

 〔貸手側〕 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  
取得価額
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間期末
残高 
(千円) 

建物及び 
構築物 409,372 212,888 196,483

 〔貸手側〕 

 (1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

取得価額
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

期末残高
(千円) 

建物及び
構築物 409,372 206,756 202,615 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 21,605千円

１年超 301,008千円

合計 322,613千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注)当中間会計期間においてリース

期間の見直しを行っておりま

す。 

１年以内 1,981千円

１年超 199,846千円

合計 201,828千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 22,596千円 

１年超 289,455千円 

合計 312,051千円 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

    受取リース料 26,811千円 

    減価償却費   6,637千円 

    受取利息相当額16,705千円 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

    受取リース料 29,948千円 

    減価償却費   6,131千円 

    受取利息相当額29,161千円 

 (3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

    受取リース料 53,623千円 

    減価償却費  13,274千円 

    受取利息相当額32,955千円 

 (4) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額と見積残存価額

の合計額からリース物件の購

入価額を控除した額を利息相

当額とし、各期への配分方法

については、利息法によって

おります。 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 

 (4) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第63期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年６月30日に東海財務局長に提出。 

  

(2) 臨時報告書 

平成17年６月29日に東海財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書(ストックオプションとして

の新株予約権の発行)であります。 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

平成17年４月11日、平成17年５月12日、平成17年６月９日、平成17年７月11日に東海財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

名 糖 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている名糖産業株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、名糖産業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 丹 羽   達 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１９日

名 糖 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている名糖産業株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、名糖産業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 丹 羽   達 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１６日

名 糖 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている名糖産業株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、名糖産

業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 丹 羽   達 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１９日

名 糖 産 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている名糖産業株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、名糖産

業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 丹 羽   達 
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